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第１節 介護保険制度とは

１．介護保険創設の狙いと現在

かつては、子どもや家族が行うものとされていた親の介護ですが、高齢化が進むにつれ、

介護を必要とする高齢者の増加や核家族化の進行、介護による離職などが社会問題となっ

てきました。こうした中、家族の負担を軽減し、介護を社会全体で支えることを目的に、

2000 年に創設されたものが介護保険制度です。現在では約 606万人の方が利用し、介

護を必要とする高齢者を支える制度として定着しています。

介護保険制度の導入の基本的な考え方

【背景】

○高齢化の進展に伴い、要介護高齢者の増加、介護期間の長期化など、

介護ニーズはますます増大。

○一方、核家族化の進行、介護する家族の高齢化など、要介護高齢者を支え

てきた家族をめぐる状況も変化。

○従来の老人福祉・老人医療制度による対応には限界。

高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組み（介護保険）を創設

1997年 介護保険法成立、2000年介護保険法施行

【基本的な考え方】

○ 自立支援・・・単に介護を要する高齢者の身の回りの世話をするというこ

とを超えて、高齢者の自立を支援することを理念とする。

○ 利用者本位・・・利用者の選択により、多様な主体から保健医療サービス、

福祉サービスを総合的に受けられる制度。

○ 社会保険方式・・・給付と負担の関係が明確な社会保険方式を採用。

第１章
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・大牟田市の状況

大牟田市の高齢者（６５歳以上）人口は41,285人、高齢化率は、36.8％となっていま

す。大牟田市の高齢化率は、全国の28.7％や福岡県の27.5％と比較すると非常に高い割合

となっています（令和２年１０月１日現在）。

また、福岡県内６０市町村においては１４番目、県内２９市の中では４番目に高い高齢

化率となっています。

大牟田市の高齢者人口は令和元年をピークに減少に転じています。しかし、昭和３４年

以降、総人口も一貫して減少を続けており、その減少が高齢者人口の減少よりも大きいた

め、高齢化率は引き続き上昇していくと考えています。

（一部抜粋 大牟田市健康福祉総合計画）
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２．介護保険制度の目的・基本理念

介護保険制度は、介護が必要になっても、ご本人の持つ能力に応じて、尊厳を保持した

その人らしい自立した生活を、可能な限り居宅（自宅）で営むことができることを目指し

ています。

（目的）

第一条

この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態と

なり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の

医療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立

した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに

係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、その行う

保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進

を図ることを目的とする。

介護保険法

（介護保険）

第二条

1. 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」とい

う。）に関し、必要な保険給付を行うものとする。

2. 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われるとと

もに、医療との連携に十分配慮して行われなければならない。

3. 第一項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、

被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業

者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならな

い。

4. 第一項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合において

も、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるように配慮されなければならない。

介護保険法
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３．居宅介護支援の基本方針

指定居宅介護支援事業及び指定介護予防支援事業の基本方針については、『大牟田市指定

居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例』及び『大牟田市指定介

護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準等を定める条例』において次のように定義されています。

その他にも居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護や虐待防止な

どの体制整備や定期的な研修などを行い、利用者の福利に資するよう

体制を整えておかないといけません。ポイント

指定居宅介護支援の基本方針

○指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限

りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように

配慮して行われるものでなければならない。

○指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利

用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、

総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければならない。

○指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人

格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定

の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に不当に偏することのないよう、公正中立に

行わなければならない。

○指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、地域包括支援センター、老人

介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者、介護保険施

設、指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければならない。

指定介護予防支援の基本方針

○指定介護予防支援の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生

活を営むことのできるように配慮して行われるものでなければならない。

○指定介護予防支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利

用者の選択に基づき、利用者の自立に向けて設定された目標を達成するために、適切な保

健医療サービス及び福祉サービスが、当該目標を踏まえ、多様な事業者から、総合的かつ

効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければならない。

○指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人

格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定介護予防サービス等が

特定の種類又は特定の介護予防サービス事業を行う者若しくは地域密着型介護予防サービ

ス事業を行う者に不当に偏することのないよう、公正中立に行わなければならない。

○指定介護予防支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、地域包括支援センター、老人

介護支援センター、指定居宅介護支援事業者、他の指定介護予防支援事業者、介護保険施

設、指定特定相談支援事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取組を行う者

等との連携に努めなければならない。
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４．介護支援専門員の役割

介護支援専門員（ケアマネジャー）は、「要介護者等からの相談に応じ、要介護者等がそ

の心身の状況等に応じ適切なサービスを利用できるよう市町村、サービス事業者等との連

絡調整等を行う者であって、要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関す

る専門知識・技術を有するのものとして介護支援専門員証の交付を受けたもの」と定義さ

れています。

介護支援専門員は、「人権の尊重」、「主体性の尊重」、「公平性」、「中立性」、「社会的責任」、

「個人情報の保護」等を深く認識し、役割としては、要介護者の自宅等を訪問し、心身の

状況や生活状況を確認して、要介護認定の代行業務を行う「要介護認定業務」、要介護者や

その家族の悩みや相談に応じる「相談業務」、要介護者が自宅や施設で適切なサービスを受

けるためのケアプランを作成したり、民生委員や医療機関等との連携を行う「調整業務」

などがあります。

また、介護支援専門員は「自立支援」の理念の下に介護支援専門員の機能を発揮しなが

ら、利用者を支援していく役割と、様々な方に応じた個別性のある支援のノウハウを持ち、

専門機関や近隣住民等地域ケアネットワークと連携するなど、「つなぐ」というとても重要

な役割があります

介護支援専門員の倫理綱領

前 文

私たち介護支援専門員は、介護保険法に基づいて、利用者の自立した日常生活を支援す

る専門職です。よって、私たち介護支援専門員は、その知識・技術と倫理性の向上が、利

用者はもちろん社会全体の利益に密接に関連していることを認識し、本倫理要綱を制定し、

これを遵守することを誓約します。

条 文

（自立支援）

１．私たち介護支援専門員は、個人の尊厳の保持を旨とし、利用者の基本的人権を擁護し、

その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、利用者本位の立場か

ら支援していきます。

（利用者の権利擁護）

２．私たち介護支援専門員は、常に最善の方法を用いて、利用者の利益と権利を擁護して

いきます。
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（専門的知識と技術の向上）

３．私たち介護支援専門員は、常に専門的知識・技術の向上に努めることにより、介護支

援サービスの質を高め、自己の提供した介護支援サービスについて、常に専門職としての

責任を負います。また、他の介護支援専門員やその他専門職と知識や経験の交流を行い、

支援方法の改善と専門性の向上を図ります。

（公正・中立な立場の堅持）

４．私たち介護支援専門員は、利用者の利益を最優先に活動を行い、所属する事業所・施

設の利益に偏ることなく、公正・中立な立場を堅持します。

（社会的信頼の確立）

５．私たち介護支援専門員は、提供する介護支援サービスが、利用者の生活に深い関わり

を持つものであることに鑑み、その果たす重要な役割を自覚し、常に社会の信頼を得られ

るよう努力します。

（秘密保持）

６．私たち介護支援専門員は、正当な理由なしに、その業務に関し知り得た利用者や関係

者の秘密を漏らさぬことを厳守します。

（法令遵守）

７．私たち介護支援専門員は、介護保険法及び関係諸法令・通知を遵守します。

（説明責任）

８．私たち介護支援専門員は、専門職として、介護保険制度の動向及び自己の作成した介

護支援計画に基づいて提供された保健・医療・福祉のサービスについて、利用者に適切な

方法・わかりやすい表現を用いて、説明する責任を負います。

（苦情への対応）

９．私たち介護支援専門員は、利用者や関係者の意見・要望そして苦情を真摯に受け止め、

適切かつ迅速にその再発防止及び改善を行います。

（他の専門職との連携）

１０．私たち介護支援専門員は、介護支援サービスを提供するにあたり、利用者の意向を

尊重し、保健医療サービス及び福祉サービスその他関連するサービスとの有機的な連携

を図るよう創意工夫を行い、当該介護支援サービスを総合的に提供します。
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（地域包括ケアの推進）

11．私たち介護支援専門員は、利用者が地域社会の一員として地域での暮らしができるよ
う支援し、利用者の生活課題が地域において解決できるよう、他の専門職及び地域住

民との協働を行い、よって地域包括ケアを推進します。

（より良い社会づくりへの貢献）

12．私たち介護支援専門員は、介護保険制度の要として、介護支援サービスの質を高める
ための推進に尽力し、より良い社会づくりに貢献します。

引用（日本介護支援専門員協会）


